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講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 対豪直接投資に対する規制の枠組み

2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



外資審議委員会
（Foreign Investment Review Board - "FIRB"）

• 外国投資に関する政策と執行に関する連邦政府の諮問機関

• 外資審議委員会の役割

• 外資買収法の運用・執行

• 豪州の外国投資に関する政策の立案

• 外資審議委員会の承認は、「外国投資家」がオーストラリアの
会社・事業・資産に関する「重大な利益」を取得する前に必要

• 「外国投資家」とは？

• 「重大な利益」とは？



外資審議委員会に対する届出・承認

1. 一般的基準（買収対象の資産価値・取得比率）

1. 豪州企業・事業（1億ドル以上）の株式・権益の15％以上

2. 外国企業（豪州子会社・豪州資産が2億ドル以上、または
豪州子会社・豪州資産が資産の50％以上）の15％以上

3. 新豪州企業・新規豪州事業（1,000万ドル以上）の立上げ

2. 特則（買収対象の資産価値・取得比率に関係なし）

1. 土地（各種リース・鉱業権を含む）の取得

2. 外国政府、政府機関、外国政府系ファンドによる買収



外資審議委員会による審査手続き

• 事前届出－義務的届出と自主的届出

• 考慮期間－40日間

• 有効期間－12ヶ月間

• 審査結果－連邦財務大臣の自由裁量

1. 買収提案の許可

2. 買収提案の禁止（「国益」基準）

3. 買収提案の条件付許可



「国益（National Interest）」基準

• 外資買収法に定義なし

• 外資政策（高度に政治的）

• 外資審議委員会・連邦財務大臣の広い裁量

• 事案ごとの個別的判断

• 判断要素

• 積極（経済効果・雇用促進・技術導入・資源開発）

• 消極（国家安全保障・地域利益）



講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 対豪直接投資に対する規制の枠組み

2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



新ガイドライン－外国政府企業による投資

• 2008年2月17日、連邦財務大臣により発表

• 外国政府、外国政府機関、外国政府が所有する
企業、外国政府系ファンド等による投資を対象

• 今までの外資規制・ガイドラインに追加

• 特則（買収対象の資産価値・取得比率に関係なし）

• 「国益」が基準

• 外資審議プロセス・判断基準の透明性を高める目的

• ６項目の追加的な判断要素



６項目の追加的な判断要素

1. 外国政府からの独立性（企業統治・資金調達など）

2. 法の遵守と共通のビジネス行動規範（投資方針など）

3. 市場競争に対する影響（競争の阻害、不当な支配・
集中の有無など）

4. 豪州の歳入その他の政策との融合性（税・環境など）

5. 豪州の国家安全保障（国防戦略に与える影響など）

6. 豪州の事業に与える影響全般（積極・消極要因）



最近の中国政府企業の動向と豪州の対応

1. 2008年8月24日、中国アルミ業公司（Chinalco）によるリオ・テ
ィント株（ロンドン証券取引所）の最大14.99％の取得につき、
豪州連邦スワン財務大臣が2つの条件付で許可を与える。

1. 豪州政府の更なる事前の許可なしに株式保有を増やさない

2. 中国アルミはリオ・ティントの取締役の指名・就任を求めない

2. 2008年9月21日、中鋼集団公司（Sinosteel）によるMurchison社
株の最大49.9％の取得につき、スワン財務大臣が許可。

1. 中鋼集団はMidwest社の97％以上の株を既に取得

2. 西豪州政府、Murchisonと三菱のJVに新港湾施設建設権付与

3. 当初はMurchison株の最大100％の取得を申請するも一旦撤回

4. Mid-West地区の所有の多様性、複数の投資家への機会確保



ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 判断基準は常に「国益」（高度に政治的）

2. 外国政府企業による資源投資には慎重な姿勢

3. 外国政府企業による投資は49･9%が上限か？

4. ケース・バイ・ケースの対応

5. 政権発足当初の親中路線への転換は憶測止まり？

6. 世界的な金融危機がもたらす影響は？



講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応
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2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



豪州独占禁止法と競争・消費者委員会

1. 豪州の独占禁止法

1. 取引慣行法50条（合併・買収規制）

2. 競争の大幅な減少、又はその可能性のあるもの

3. 「市場」－オーストラリアにおける重要な市場

2. オーストラリア競争・消費者委員会（"ACCC"）
1. 日本の公正取引委員会と同種の権限・機能

2. 公正な競争と取引の促進、消費者保護

3. 合併・買収規制－許可、条件付許可、禁止



ACCCの買収審査の基準・要素

• 輸入がどの程度「市場」における競争をもたらすか？

• 「市場」への参入障壁は高いか？

• 「市場」における集中のレベルはどの程度か？

• 「市場」における拮抗力（他の競争者の競争力）はあるか？

• 買収後の企業が大幅な価格を上昇・維持できるか？

• どの程度「市場」に利用可能な競争企業がいるか？

• 「市場」の全体的考察（成長、革新、商品差別化など）

• 買収により実質的な競争者が阻害・排除されるかどうか？

• 「市場」の垂直的統合の性質と程度など

CU1



Slide 14

CU1 Clayton Utz, 20/10/2008



ACCCの買収審査の経緯

• 2008年6月6日： ACCCが買収審査開始

• 2008年6月17日：ACCCがBHPに追加情報提出要求

• 2008年7月11日：BHPがACCC要求の情報全てを提出

• 2008年7月22日：ACCCがBHPに更なる追加情報提出要求

• 2008年8月20日：BHPがACCC要求の再追加情報を提出

• 2008年8月22日：ACCCが潜在的問題点（鉄鉱石）を公表

• 2008年9月5日：他の利害関係者からの意見・申請の受付締切

• 2008年10月1日：ACCCが買収に反対しない旨を公表

CU2



Slide 15

CU2 Clayton Utz, 20/10/2008



講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 対豪直接投資に対する規制の枠組み

2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



ACCCが公表した買収審査の評価

1. ACCCが買収審査に関する評価を公表する場合

1. 買収に反対する場合

2. 買収を条件つきで許可する場合

3. 買収当事者が公表を希望する場合

4. 買収審査に関して重要な問題点を含む場合

2. ACCCが公表する買収審査評価に関する注意点

1. ケース・バイ・ケースの審査（一般化は危険）

2. 一定の機密情報は開示されない（あくまで表向き）



ACCCが買収に反対しない理由（鉄鉱石）

• 輸入がどの程度「市場」における競争をもたらすか？

• 「市場」への参入障壁は高いか？

• 「市場」における集中のレベルはどの程度か？

• 「市場」における拮抗力（他の競争者の競争力）はあるか？

• 買収後の企業が大幅な価格を上昇・維持できるか？

• どの程度「市場」に利用可能な競争企業がいるか？

• 「市場」の全体的考察（成長、革新、商品差別化など）

• 買収により実質的な競争者が阻害・排除されるかどうか？

• 「市場」の垂直的統合の性質と程度など



講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 対豪直接投資に対する規制の枠組み

2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



世界のウラン埋蔵量と生産量
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豪州における主要なウラン鉱床の分布



豪州における地域別ウラン埋蔵量

1001 346 5661001 290 101483 118446 338100863 448100843 763Total

0000000000Tas
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埋蔵量と生産量（世界比率）の比較
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講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 対豪直接投資に対する規制の枠組み

2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



日本における統治権限の分化
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優越



豪州における権限の分化

連邦政府

西豪州 南豪州
クイーン
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ニュー
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残りの法律
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40項目の
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ウラン政策－連邦レベル

1983年 1996年
2007年

4月
2008年
10月

労働党
「三鉱山政策」

導入

ハワード
保守連合政権

誕生

連邦労働党
「三鉱山政策」

廃止

労働党

自由党－国民党
（保守連合）



ウラン政策－州・準州レベル

クイーンズランド州政府に対しウラン政策
変更を求める声が高まる

不可可クイーンズ
ランド州

Ranger鉱山操業中可可北部準州

Olympic Dam鉱山とBeverly鉱山が操業中、
Honeymoon鉱山が2009年に操業開始予定

可可南豪州

新保守連合政権がウラン鉱山開発許可
路線をとる

不可 可
（2008年9月）

可西豪州

備考鉱山開発・採鉱探鉱州・準州



講演内容

1. ラッド新政権の対豪資源投資への対応

1. 対豪直接投資に対する規制の枠組み

2. ラッド新政権の対応－外国政府企業による資源投資の規制状況

2. BHP ビリトンによるリオ・ティント買収の最近の動向

1. 豪州独占禁止法とオーストラリア競争消費者委員会

2. 公表された豪州側買収許可の理由と分析

3. 西豪州の政権交代が豪州ウラン鉱山政策に及ぼす影響と
今後の展望

1. 世界における豪州ウランの位置づけと現在の状況

2. 豪州のウラン政策上の問題点と今後の展望

3. 豪州のウラン規制上の問題点と今後の展望



南豪州におけるウランの規制
Commonwealth 

Legislation
State LegislationCommonwealth Regulator State Regulator

EPBC Act 1999 (Cth)

Atomic Energy Act 1953 (Cth)

Native Title Act 1993 (Cth)

Commonwealth Radioactive 
Waste Management Act 2005 

(Cth)

Nuclear Non-Proliferation 
(Safeguards) Act 1987 (Cth)

Customs Act 1901 (Cth)

Dept of the Environment, 
Water, Heritage & the Arts

Dept of Resources, Energy & 
Tourism

Attorney-General

Dept of Resources, Energy & 
Tourism

National Native Title Tribunal

Dept Foreign Affairs & Trade

Environmental Protection Act 
1993 (SA)

Roxby Downs (Indenture 
Rectification) Act 1982 (SA)

Dangerous Substances Act 1979 
(SA)

Water Resources Act 1997 (SA)

Mining Act 1971 (SA)

Natural Resources Management 
Act 2004 (SA)

Native Vegetation Act 1991 (SA)

Development Act 1993 (SA)

Department of Environment 
and Heritage

Urban Development and 
Planning

Industrial Relations Tribunal

Minerals and Energy 
Resources

Minerals and Energy 
Resources

Industrial Relations Tribunal

Department of Environment 
and Heritage

Occupational Health, Safety and 
Welfare Act 1986 (SA)

Radiation Protection and Control 
Act 1982 (SA)

Nuclear Waste Storage Facility 
(Prohibition) Act 2000

Mines and Works Inspection Act 
1920 (SA)

Applicant

OH&S

Environmental impact 
statement

Mining management plan

Mining lease

Native title

Installation permit            
(facility licence)

Radiation licence

Waste management licence

Transport and export licence

Australian Radiation Protection 
and Nuclear Safety Act 1998 

(Cth) 



北部準州におけるウランの規制
Commonwealth 

Legislation
Territory LegislationCommonwealth Regulator Territory Regulator

EPBC Act 1999 (Cth)

Environmental Protection 
(ARR) Act 1978 (Cth)

Atomic Energy Act 1953 (Cth)

Northern Territory Mining Act 
1980 (Cth)

Native Title Act 1993 (Cth)

Aboriginal Land Rights 
(Northern Territory Act 2005 

(Cth)

Commonwealth Radioactive 
Waste Management Act 2005 

(Cth)

Nuclear Non-Proliferation 
(Safeguards) Act 1987 (Cth) 

Customs Act 1901 (Cth)

Dept of the Environment, 
Water, Heritage & the Arts

Dept of Resources, Energy & 
Tourism

Attorney-General

Dept of Resources, Energy & 
Tourism

Minister for Mining

National Native Title Tribunal

Dept of Families, Housing, 
Community Services & 

Indigenous Affairs

Dept Foreign Affairs & Trade

Environmental Assessment Act 
1982 (NT)

Radioactive ores and 
concentrates (Packaging and 

Transport) Act (NT)

Mining Management Act 2001 
(NT)

Mining Management Act 2001 
(NT)

Nuclear Waste Transport 
Storage and Disposal 

Prohibition Act 2004 (NT)

Mining Act 1980 (NT)

Northern Territory Aboriginal 
Sacred Sites Act 1989 (NT)

Radiation Protection Act 2004 
(NT)

Dept of Natural Resources, 
Environment & Arts

Dept of Primary Industries, 
Fisheries & Mines

Dept of Employment, 
Education and Training

Dept of Primary Industries, 
Fisheries & Mines

Aboriginal Areas Protection 
Authority

Dept of Health and Community 
Services

Dept of Natural Resources, 
Environment & Arts

Applicant

Environmental impact 
statement

Mining management plan

Mining lease

Installation permit

Radiation licence

Waste management licence

Transport and export licence

OH&S

Native title

Australian Radiation Protection 
and Nuclear Safety Act 1998 

(Cth) 



ウラン規制権限の強制移管の可能性

• 権限の強制移管（ハワード政権が検討）

1. 豪州連邦憲法51条20項
• 「会社」を規制する連邦の権限

• （例）「Work Choices」（連邦労働）立法

2. 豪州連邦憲法51条29項＋39項
• 「対外事項（外務）」を規制する連邦の権限

• 「付随事項」に関する連邦の権限

• あわせ技



ウラン規制権限の合意による移譲の可能性

• 友好的権限委譲（ラッド新政権？）

• 豪州連邦憲法51条37項
• 各州は自己の権限を連邦に自主的に委譲できる

• （例）2001年制定連邦会社法




